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『鳴り砂』2-135 号 別冊 2025 年 3 月 20 日 

 

 速報  道路陥没事故が示す「硫化水素・硫酸」の危険性 
 

1.28 埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故

では、転落したトラック運転手の救助が 1.31 現

在も未了です（ただし、状況は困難でも、最初

の車体引上げ時のワイヤー切断（強度不足？）

などは、いくら緊急時であってもあってはなら

ないと思います）。 

さて、既にニュース等で言及・解説されて

いますが、道路陥没の原因として‘下水道管の

硫化水素・硫酸による腐食’が挙げられていま

す。この現象は、36年前（1989年）の文献で

も、「最近,嫌気性細菌のなかで硫酸塩還元菌

にかんする関心が高まっている.…下水道の分

野では,ふるくから下水道管の硫酸腐食の原因

が下水の硫酸塩還元と関係している事が知られ

ている.」、「下水管路は一般に通気性は良く,

流速も比較的速いので嫌気性細菌が活動するに

は適さないように思われる.しかし,汚水の流速

が遅くなる等の諸事情により下水管路内にたい

積物が発生する.これが硫酸塩還元菌の棲みか

となり汚水中の有機物と硫酸塩(あるいはイオ

ウ含有物)を用いて硫酸塩還元を行い,硫化水素

が発生する.気層に放出された硫化水素は,管き

ょ内壁に生息するイオウ酸化細菌により硫酸に

酸化される.この硫酸が管きょ腐食の直接的原

因である.硫酸は管きょのコンクリート部分を

侵食し,さらに進めばそれを支える鉄も腐食す

る.そのため管きょは崩壊し道路が陥没するこ

とがあるという.」、「管きょで最も侵食の進

んでいるのは,水面があたる部分と管きょの天

井付近である.水面付近は気層部分と水槽部分

の境になるところであるから,最も硫化水素に

富みかつ好気的な部分といえよう.天井は絶え

ず湿気がありまた気層中の硫化水素の流れから

考えてイオウ細菌が生育するのに適する部分と

思われる.」＜松井三郎・立脇征弘『総説 硫

酸塩還元菌』環境技術、Vol.18、No.4(1989)、

pp.25-40＞などと指摘されています。他にも、

「汚水が勢いよく流れ落ちると空気に触れ、硫

酸が生じる」＜1.31岩手日報＞とのことで、空

気中酸素との化学反応（酸化）による硫化水素

からの硫酸生成の可能性もあるようです。 

 

 今回の事故発生を知り、改めて筆者が懸念し

たのは、この間こだわってきた女川２の硫化水

素防護についてで、これまでは女川１沈降分離

槽（タンク）内の「硫酸塩還元細菌」による

「硫化水素」の危険性だけに注目してきました

が、「イオウ酸化細菌」も自然界に広く存在

し、なおかつタンク内は硫化水素も酸素（曝気

空気）も併存する環境であることに鑑みれば、

タンク内（気相部の天井や壁面）で微生物学的

に（＋曝気空気による酸化で）「硫酸」が生成

されている可能性・危険性も考慮すべきことに

気付きました。しかも、そこで生じる「硫酸」

は、上記文献や新聞記事では指摘されていませ

んが、「不揮発性」という“非常に厄介な性

質”を有しているため、換気しても希釈拡散さ

れず（むしろ換気により水分が気化・除去され

れば、硫酸自体は高濃度化）、「管きょ腐食・

コンクリート侵食」などの酸化作用（化学反

応）により中和・無害化されない限り、天井や

壁面にいつまでも存在し続けるのです（天井や

壁面で凝縮した水分により‘硫酸の雫’となっ

て滴り落ちるなどして液相部に移動・洗い流さ

れれば、天井や壁面の腐食は幾分軽減されま

す）。そして、最も認識すべきことは、微生物

学的な硫化水素発生と同様、「イオウ酸化細

菌」が沈降分離槽内・接続配管内に棲み続けて

いる限り（不可逆的に）硫酸生成が続くため、

空気中酸素による酸化も含めて、「硫酸腐食」

の危険性は決して解消されないことです。 

 沈降分離槽で最初に硫化水素が確認されたの

は「２０１８年６月」で＜令和４年２月１６日

付「東北電力株式会社女川原子力発電所令和３

年度（第３四半期）原子力規制検査報告書（原

子力施設安全及び放射線安全に関するもの）」

＞、それから現在まで６年半が経過していま

す。2021.7.12事故後、「２０２２年３月末ま

でに、タンク内の硫化水素濃度が０ｐｐｍとな

りました」＜東北電力2022年5月16日付女川原

発２・３号機定期報告（2022年4月分）別紙＞

ということから、半年は硫化水素濃度が低減

し、その後も再発防止対策により以前のレベル

よりは低く維持されている可能性はあります

が、未だに同タンクに多量のスラッジが保管さ

れ、硫化水素が発生し続けていることに鑑みれ

ば（東北電力は一切の濃度データの公表を拒ん

でいるため確認不能）、もしも既に「イオウ酸

化細菌」がタンク天井・壁面や接続配管などに

棲みついていれば、硫化水素をエネルギー源と

して硫酸を生成し続けているはずで、女川原発

でも硫酸腐食の危険性が存在することになりま
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す。ちなみに、東北電力は、7.12事故当日

「14:30」の異臭連絡より早く、「14:20」に

「ランドリ系沈降分離槽」および「ランドリド

レンタンク」設置区画等で硫化水素が「５０～

５ppm」検出された原因について、「ダクトの

接続部から当該タンク周辺に微少に漏洩したも

の」と説明していますが＜東北電力宛「申入書

兼公開質問状」に対する2024.7.12回答＞、も

しかすると「硫酸による配管・ダクト部の腐

食」によって漏洩が生じた可能性も浮上しま

す。 

 

 そして、「硫酸腐食」のもたらす最悪の事態

は‘タンク内硫化水素の全量放出’ですが、東

北電力が女川２有毒ガス防護申請時に「毒ガス

ガイド」に従って安全評価（全量放出を仮

定！）を実施していれば、その危険性の有無を

判断・把握できていたはずですが、東北電力は

詭弁を弄して安全評価を“完全にサボった”た

め、安全性証明は全くなされていません。そう

であるならば、少なくともタンク上部の内表面

の硫酸濃度を測定し、現時点で腐食・タンク崩

壊による硫化水素全量放出の可能性の有無を検

証する必要があると思います。また、硫化水素

排出経路となる排気筒までの換気系配管につい

ても、内表面の硫酸濃度を測定し、硫化水素漏

洩の危険性の有無を検証する必要もあります。 

一方、規制委も、硫化水素からの硫酸生成

という“新知見”に鑑み、硫化水素発生源とな

る設備を有する原発については（女川原発だ

け？）、硫酸腐食に対する設備・配管の健全性

確認や、万一の硫酸腐食による硫化水素漏洩・

全量放出に対する安全確認を、改めて事業者に

求める必要があるのではないでしょうか。 

＜2025.1.31 記＞  

（仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

 

－『福島原発事故分析検討会』の「非常用復水器に関する分析」について その３－ 

未解明課題（ＩＣによる事故回避可能性）の定量的検証 
 

福島第一原発１号機の非常用復水器ＩＣをめ

ぐる問題について、昨年、タイミングよく規制

委「検討会」が検証を開始したこともあり

（2024.7.22：47 回、11.14：48 回、2025.1.31：

49 回）、筆者も『鳴り砂№312』から検証を再開

しました。 

その主な論点は、実は、事故１年後の

2012.2.26（3.4 追記）『福島原発事故の操作・対

応の問題点（中間整理）』で取り上げたものです

【風の会ＨＰ参照】。ちなみに、同論考作成時に

は、東電「2011.12.2 中間報告」、政府事故調

「2011.12.26 中間報告」、保安院・意見聴取会

「2012.2.16 中間取りまとめ」など、限られた

資料しかありませんでしたが、現時点でも大き

く修正が必要な点はないと思われます（あれば

ご指摘下さい。東電と違って、誤りはすぐ正し

ます！）。また、同論考で取り上げた問題のうち

‘地震後から津波襲来前後の運転操作’につい

ては、その後に事故調報告や手順書を含む多く

の資料が公表されたことを受け、2018.3.11『事

故初期の運転操作・事故対応の検証』にまとめ

ました。それを土台に最新情報を加えたものが、

昨年来の原稿です。 

14 年目を迎えた福島原発事故には、多くの裁

判で争点化されている「津波の予見可能性」（3.5

東電旧経営陣刑事裁判・最高裁判決でも棄却）

以外にも、ＩＣ自動起動（予見可能）後の運転

操作（結果回避可能）に係る“未解明課題”が

存在しています。それを解決することで、東電

の（原賠法上の無過失責任に留まらない）「重過

失責任」や 2022.6.17 最高裁判決で認められな

かった「国の責任」を明らかにしたいと思いま

す。 

 

◆「保安規定」に従ったＩＣ２系統 

作動継続で、事故は防げた！ 

 

『鳴り砂№312』で述べたとおり、47 回検討

会で、事故後初めてＩＣの「タンクの諸元」＜

資料 2-2：１頁＞が東電から公開され、具体的

な数値と意味が明確になりました。そこで、筆

者積年の“未解明課題”である「14:52 に自動起

動したＩＣ２系統が手動停止されずにそのまま

継続作動し冷却を続けていたら、津波後の‘１

号機早期炉心溶融・水素爆発’や‘２・３号機

の炉心溶融・水素爆発の連鎖’は防げた！」と

いう“仮説”について、“素人”なりの定量的

検証を行なってみたいと思います。 

そして、東電が未だに撤回しない‘「温度降

下率遵守」によるＩＣ手動停止＜＊＞’は、そ

もそも保安規定第 77 条３項‘スクラム時には遵

守不要’規定や、地震手順書で最優先とされた
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‘原子炉冷却確保’に反する

不適切な操作で、それがなけ

れば、津波襲来後でも炉心損

傷は防止可能（保安規定・手順

書で「予見可能（想定済み）」

で「結果回避可能（対応可

能）」）だったことを明らかに

します。＜＊東電はＩＣ操作

検証に不可欠な「設備別操作

手順書」（自動起動時の対応手

順）を公開すべきです！＞ 

 

１ ＩＣによる除熱量とタンク水の挙動（後

記３の準備：基本は「中学理科」＋電卓） 

①自動起動後から、タンク水温が 100℃に到

達するまでの「20 分間」 

ＩＣタンク１個の総水量は「160t（160×10６

g）」＜47 回資料 2-2：１頁＞で、ＩＣ起動初期

は、ＩＣによる除熱量は全てタンク水の温度上

昇に転換されます。 

まず、Ａ系では、14:52 以降の自動起動およ

び３度の手動操作の「計 20 分間」で、事故前の

タンク水温「23.0℃」＜49 回資料２：5 頁。3.11

の 12 時測定値＞から「100℃」に達した＜49 回

資料２：4 頁、47 回資料 2-1：8 頁＞ので、その

間の移動熱量は、中学理科で習った「水量（熱

容量）×温度変化＜＊＞」より、「160×10６×

（100－23）≒1.232×10１０cal」で、「4.184Ｊ

/cal」で単位変換すると「5.155×10１０Ｊ」とな

ります。この計算は、「160 t のタンク水の温

度を 50 ℃分上昇させるために必要なエネルギ

ー量は 3.3×10１０J」＜49 回資料２：25 頁＞と

の記載より、「50 ℃分」でなく「77℃」を上昇

させるエネルギー量を比例計算すると「5.1×10
１０J」となることから、適正なものです。＜＊本

稿では温度差も「Ｋ」ではなく「℃」で表記し

ます。＞ 

また、ＩＣ１系統の伝熱容量（設置許可申請

書記載の「設計値」）は「36.2×10６kcal/h」、

秒換算すれば「10.0×10６cal/s」で、上記 20 分

間の「1.232×10１０cal」より求めた「10.3×10
６cal/s」とも一致し、中学理科計算の妥当性が

証明されます。 

そこで、まず「設計値」で検証すれば、14:52

から計 20 分間（1200 秒）作動したＡ系では、

「10.0×10６cal/s×1200s＝12.0×10９cal」の

熱が移動して「160t」のタンク水を加熱するの

で、温度上昇は「12.0×10９÷（160×10６）＝75℃」

となり、事故前のタンク水温「23.0℃」を考慮

すれば、20 分作動後には「ほぼ 100℃」となり、

実際の測定値＜47 回資料 2-1：8 頁【上図】、

49 回資料２：4 頁＞と合致します。一方、Ｂ系

でも、自動起動後の 11 分間（14:52-15:03、660

秒）の作動で、温度上昇は「10.0×10６×660÷

（160×10６）＝41.25℃」と求められ、事故前タ

ンク水温「23.6℃」より、作動後は「65℃」と

なり、こちらも測定値「約 70℃」【同図】と概

ね一致します。 

以上より、14:52 に自動起動したＩＣ２系統

が、タンク水温が 100℃に達する 15:12 まで「設

計値」で「20 分間」作動し続けていたなら、「12.0

×10９cal＝50.2×10９Ｊ」の２倍、即ち「1.00×

10１１Ｊ」の熱が除去されていたと推測できます

（なお、実際の 14:52～15:03（11 分間）のＡＢ

２系統作動時には、「設計値」で「1.0×10１１÷

20×11＝5.5×10１０Ｊ」が除熱されたことにな

ります）。 

 

②タンク水温が 100℃に到達してから、津波

襲来までの「25 分間」 

次に、タンク水温が 100℃に到達した 15:12

以降は、ＩＣによる熱除去分は有効水量（熱交

換部より上にある蒸発可能な水量）「106t」＜

47 回資料 2-2：１頁＞のタンク水の蒸発に使わ

れます。ここで、「100℃、20t の冷却水が蒸発

するために必要なエネルギーは 4.5×10１０J」＜

49 回資料２・25 頁＞とされ、これは【理科年表】

の「100℃の水の蒸発熱 40.7kJ/mol」を、水

「 18g/mol」で変換すれば、「 40.7÷ 18＝ 

2.26kJ/g＝2.26×10３J/g＝540cal/g（中学理科

でも使用？）」となり、水量 20t（20.0×10６g）

の蒸発熱は「2.26×10３×20.0×10６＝4.52×10
１０J」と算出され、一致します。 

そこで、15:12 から津波襲来時 15:37 までの

25 分間（1500 秒）の１系統の熱移動量を求める

と、「10.0×10６cal/s×1500s＝15.0×10９cal＝

62.8×10９Ｊ」となるので、蒸発するタンク水量

は「62.8×10９÷（2.26×10３）＝27.8×10６g＝

27.8t」になります。これは有効水量「106t」以

下なので、25 分作動後もタンク水補給は不要で
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す。 

よって、ＩＣ２系統がタンク水を蒸発させな

がら 25 分間作動し続けたとすれば、「62.8×10
９Ｊ」の２倍、「1.26×10１１Ｊ」が原子炉内から

除熱されたはずです。 

従って、14:52 に自動起動したＩＣ２系統が

津波襲来時 15:37 まで「45 分間」作動し続けて

いたなら、設計値で「1.00×10１１Ｊ」＋「1.26

×10１１Ｊ」＝「2.26×10１１Ｊ」の熱が原子炉内

から除去されていたと推定されます（ＩＣタン

ク水での考察）。 

 

２ スクラム後から津波襲来時までの崩壊熱

による総発熱量（後記３の準備） 

一方、原子炉停止後の崩壊熱計算には、【東

北大学 流体科学研究所 圓山・小宮研究室「原

子炉内が崩壊熱のみによって加熱されている場

合に必要な水の投入量の推定」Heat-Transfer 

Control Lab. Report No.1, Ver.4(2011/04/13)】

を参照して、原子炉停止「t 秒後」の崩壊熱Ｐ

(t) [Ｗ]の式を積分し、さらに、原子炉停止（ス

クラム）時「t１＝０」から「t２経過後」までの

総発熱量「Ｑ（t２）」を求める式に変換して、 

★Ｑ（t２）＝0.0825Ｐ０[t２
0.８－(ts＋t２)0.８

＋ts0.８] を使用します（エクセル計算）。＜＊

同論文では[ ]内の後ろ２項の正負が逆。単純ミ

ス＞ 

ここで、同論文では、１号機は「Ｐ０」（通常

運転時の原子炉熱出力）が「1380ＭＷ＝1.38×

10９Ｗ」、「ts」（燃料棒使用時間）が「1.74 年」

とされ、1 年を 365.25 日とすると「54,910,224

秒」です。 

それらを代入し、14:46 地震スクラム後から

15:37 津波襲来時まで「t２＝51 分間＝3060 秒

間」の崩壊熱を計算すると、総発熱量は「Ｑ≒

0.621×10１１Ｊ」と求められ、ＩＣ２系統の自動

起動から津波襲来時まで「45 分間」の継続作動

による除熱量（設計値）「2.26×10１１Ｊ」より

も、また、後出 JNES 解析値を用いた除熱量「17.5

×10６×45×60×4.184＝1.98×10１１Ｊ」よりも

‘かなり小さい’ことから、自動起動後から津

波襲来時までＩＣ２系統が継続作動されていた

ら、原子炉が‘かなり冷却’ された（定性的表

現ですが）のは明らかです。 

 

３ スクラム後から津波襲来時までの熱収支

の定量的検討（崩壊熱 vsIC 除熱） 

上記試算を踏まえ、以下定量的検討を行ない

ますが、ＩＣ伝熱量は、実条件を反映させた解

析で２系統起動時に「6.3×10７kcal/h＝17.5×

10６cal/s」【規制委第４回意見聴取会資料 3-2・

JNES「福島第一原子力発電所１号機 非常用復

水器（IC）作動時の原子炉挙動解析」H23.12.9

（H24.3.27 一部改訂）、H24.6.1 一部改訂】と

いう値が得られているため、先に使用した「設

計値」でなく、上記「JNES 解析値」を用いるこ

とにします。なお、１では「ＩＣタンク水の挙

動（水温上昇・蒸発）」に注目しましたが、こ

こからは、炉心損傷に係る「原子炉水の挙動（同）」

に注目して解析します。 

 

① 「Ｗagner の式」を用いた「圧力」と「水

温」の換算 

 熱収支計算のため、実測値の「Ａ系のＩＣ

入口圧力[ＭＰa]」【東電追加公表データ（１分

間隔）「f1_6_Katogenshotsuika1-05.csv」】を

原子炉（主蒸気）圧力と見做し、「原子炉水温

変化」と「熱移動量」を推計します（「時刻表

記」は同データに準拠）。 

その際の「圧力」と「水温」の換算には、JNES

論文「ＩＣの仕様」記載の「蒸気温度 286℃」と

「復水出口圧力 70.3kg/cm2」が対応すると見做

して、試算で「285℃」に対し「6.92MPa（＝

70.6kg/cm2）」となった、温度 t［℃］における

飽和水蒸気圧 e(t) [hPa]の関係式『Ｗagner の

式』を用います（以前は『tetens の式』を使用）。 

≪式は複雑で、e(t)＝ 

Pc*Exp{(A*X+B*X^1.5+C*X^3+D*X^6)/(1-X)} 

[hPa]というもの。ここで、式中の各値は【表】

のとおりで、「ｔ」は「Ｘ」中に含まれています。

また、実際には、圧力データから「ｔ」を算出

するのではなく（筆者の数学力では上記式を逆

関数にできず！）、「ｔ」を代入（エクセル計算）

し、圧力デ

ータに近い

値を与えた

「ｔ」を“漸

近的に＝力

づくで”求

めました。

≫ 

 

② 14:48:59 から 15:03:59 までの水温変化

（実際）と原子炉全体の熱容量 

まず、「14:45:59～14:48:59」の「地震発生・

原子炉スクラム」後の圧力急低期間【４①図参

照】は、ＭＳＩＶが閉じる前の主復水器による

冷却や給水流入なども考えられるので、計算を

簡便にするため除外します。また、以下の計算

では、「崩壊熱による加熱」と「ＩＣ２系統作

Pc 221200.0  hPa 

Tc 647.3  K 

X 1-(t+273.15)/Tc   

A -7.76451   

B 1.45838   

C -2.77580   

D -1.23303   
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動による除熱冷却」が、「炉内

の圧力・水温」にすぐに反映さ

れるものとします（実際には時

間差（ﾀｲﾑﾗｸﾞ）が生じるはずで

すが）。 

さ て 、 14:48:59 「 ①

6.2210MPa」に対応する水温は

「277.910℃」で、MSIV 閉後

の緩慢な圧力上昇 14:52:59

「7.1015MPa」後のＩＣ２系統

自動起動（7.13MPa 超×15 秒）

による除熱により低下した

15:03:59 手動停止時の圧力「②

4.6415MPa」に対応する水温は

「259.285℃」なので、15 分間

で差引「18.625℃」低下したこ

とが分かります。 

 一方、その間の崩壊熱は「27.63ＧＪ」で、

14:52:59 から 15:03:59 までのＩＣ２系統によ

る 11 分間の除熱量（JNES 解析値）は「17.5×

10６×11×60×4.184＝48.33ＧＪ」なので、

「20.7ＧＪ」の除熱で「18.625℃」の水温低下

が生じたことになります。 

すると、原子炉全体（炉水＋容器・配管等）

の熱容量をＸと置けば、「Ｘ×18.625＝20.7×

10９÷4.184」となり、「Ｘ＝2.66×10８」と算出

されます。 

 

③ 15:03:59 から 15:36:59 までのＩＣ２系

統継続作動による水温低下（推定） 

次に、15:03:59 から 15:36:59 までＩＣ２系

統が継続作動したなら、崩壊熱発生量「34.45Ｇ

Ｊ」に対し、ＩＣ除熱量（JNES 解析値）は「17.5

×10６×33×60×4.184＝144.98ＧＪ」なので＜

＊ＩＣタンク水側で水温上昇・蒸発のいずれに

転換されるかは、原子炉側には無関係とします。

＞、差引「110.5ＧＪ」の除熱による水温低下 t

は、「Ｘ×t＝110.5×10９÷4.184」に上記Ｘを

代入して、「t≒99.3℃」と求められます。 

従って、津波襲来 15:36:59 には、15:03:59

「259.285℃」から「99.3℃」低下した水温「約

160℃」（圧力「0.61866MPa」）になると推定さ

れます【４①図の左下点線】。 

なお、時刻表記の関係で、ＩＣ作動は、ここ

では 14:52:59～15:03:59～15:36:59 の「11＋33

＝44 分間」となっており、１での 14:52～15:37

の「45 分間」とは差が１分ありますが、結果自

体に大きな影響はありません。 

 

４ 津波襲来後の熱収支と、炉水位低下に対

する津波前 IC 除熱の効果 

① 津波後の炉水温の再上昇 

前述のとおり、ＩＣ２系統の継続作動により

津波襲来時には水温は「約 160℃」に低下する

ので、15:36:59 津波・冷却手段喪失後の崩壊熱

は、まず“炉水温の再上昇”に用いられると考

えます。温度（＝圧力）が上昇すれば、いずれ

ＳＲＶ（主蒸気逃がし安全弁：サプレッション

プールＳ／Ｐへ主蒸気を放出し除熱・減圧）の

「バネ式の安全弁機能」が「7.64MPa（２個）」

で作動する【東電最終報告・添付書類 参考１

（２）】ため、同圧力に対応する「291.76℃」

が水温上昇の上限となります。従って、津波後

にはまず「291.76－160≒132℃」の水温上昇が

生じ、それ以降はＳＲＶ自動作動により除熱・

減圧されます。 

ここで、温度「132℃」を上昇させる津波後の

崩壊熱「Ｑ ＧＪ」は、前出の「Ｘ＝2.66×10８」

を用いて、「2.66×10８×132＝Ｑ×10９÷4.184」

より「Ｑ≒146.9ＧＪ」と求められ、その値に達

するのは「スクラムから約 247 分後」の「18:54

頃」と推定されます【４①図：JNES 論文 9 頁左

上図に、赤点線や赤吹出加筆】。 

 

② 炉水の蒸発とＳＲＶ作動による水位低下

（ＴＡＦ到達＝炉心露出開始時刻） 

次に、水温が「291.76℃」に達した「18:54 頃」

以降の崩壊熱は、全て“炉水の蒸発”に用いら

れるものとし、発生した蒸気はＳＲＶによりＳ

／Ｐへ放出され（蒸発量＝放出量）、原子炉が

除熱減圧される一方、炉水は不可逆的に喪失す

ると考えます。ちなみに、実際の事故時の「Ｓ

Ｒ／Ｖ開閉」開始は「15:40 頃」【４①図】なの

で、ＩＣ継続作動で「炉水喪失開始」を３時間

以上先延ばしできることが分かります。 

15:36:59津波襲来時に「０．６２Ｍ
Ｐａ（１６０℃）」程度に低下

ＩＣ２系統が継続
作動した場合

ＳＲＶ開「７．６４ＭＰａ」
（２９２℃）は18:54頃

津波襲来後＝ＩＣ不作動後の
崩壊熱による圧力・水温上昇

ＳＲＶ作動による炉心露
出開始は２２：１２頃
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ここで、「１ＭＷｈの熱量

で…（70気圧の場合は 2.4ト

ン蒸発）」【吉岡律夫「福島

１号機の非常用復水器の作

動状況について（IC は作動

していたのか？炉心熔融は

何 時 お き た ？ ） Rev1 」

2016.7.2】に基づけば、「１

ＭＷｈ＝3.6ＧＪ＝860×10６cal」で「水 2.4ｔ

＝2.4×10６g」が蒸発するので、（70 気圧での）

気化熱は「358.5cal/g」と算定されます。そし

て、圧力容器内径は 4.8m【東電最終報告・添付

書類 参考１（１）】なので、断面積を考慮す

れば、単純に「水位１m」が「水量約 18.1t（18.1

×10６ｇ）」に相当するため、その蒸発（気化）

には「18.1×10６×358.5×4.184＝27.15ＧＪ/m」

が必要です。さらに、地震前の通常水位は、燃

料上部（ＴＡＦ）より「343cm」上を基準とした

広帯域水位計水位で「約 92cm」＝「ＴＡＦ上の

水位 435cm」【「東電最終報告・添付書類」参考

２（１／２）と参考４（１／５）、東電 2013.7.17

公表「６．過渡現象記録装置データ」7 枚目と８

枚目】であり、かつ、原子炉水の総量は「地震

後から（ＳＲＶが作動する）18:54 頃まで増減

なし（ＩＣの最大の長所）」と考えます。 

すると、ＳＲＶからの主蒸気放出（実際には、

【４①図】上の「ＳＲ／Ｖ開閉」のように、間

欠的に開閉作動を繰り返して減圧）により炉水

が減少し、水位が「435cm＝4.35m」低下してＴ

ＡＦに到達するには、「18:54 頃（スクラム 247

分後）」以降の崩壊熱が「27.15×4.35＝118.1

ＧＪ」になることが必要で、その時刻は「22:12

頃（スクラム 445 分後）」と算出されます。す

なわち、これが炉心露出開始時刻となります。 

なお、上記水位低下「435cm」に対応する蒸気

放出量（水量）は「4.35×18.1＝78.7ｔ」で、

「445－247＝198 分間（3.3 時間）」のＳＲＶ２

個の作動で生じるので、放出速度は「78.7÷3.3

＝23.9t/h」となり、２個の容量（設計値）「約

500t/h」【東電最終報告・添付書類 参考１（２）】

に照らして、特に問題はありません。また、Ｓ

／Ｐ水量は「1750m３≒1750×10６ｇ」【東電最終

報告・添付書類 参考１（１）】なので、「118.1

ＧＪ」の熱移動による温度上昇Ｔは、「1750×

10６×Ｔ＝118.1×10９÷4.184」より「Ｔ＝

16.1℃」でしかなく、これも特に問題はありま

せん。 

 

③ 津波前 IC 除熱冷却による炉心露出・損傷

の大幅先延ばし 

一方、１号機の「最長許容炉心露出時間」は、

スクラム後１時間で「12 分」、10 時間後（3.11

事故では翌 12 日の午前 0:47 頃）でも僅か「20

分」でしかないので【徴候手順書（EOP）「７．

不測事態「水位不明」（Ｃ）」p.7-11(C3)】、

「炉心露出」は、その後短時間での「炉心損傷」

につながることが分かります。 

また、JNES や東電の解析結果によれば【表：

JNES-RE-2011-0002「東京電力株式会社福島第一

原子力発電所の事故に係る１号機、２号機及び

３号機の炉心の状態に関する評価」2011.9（JNES

炉心評価）】、「炉心露出開始」は「16:40 頃：

地震発生後約２、３時間」、その約１時間後の

「18:00 頃：地震発生後約３、４時間」が「炉心

損傷開始」です。 

すると、津波前に“ＩＣ２系統の継続作動（除

熱冷却）”がなされていたら、炉心露出開始は

「22:12 頃（地震スクラム後 445 分＝７時間 25

分）」、炉心損傷開始はさらに１時間後の 23 時

以降と、当然ですが各５～６時間も“大幅に先

延ばし”できた可能性があるのです。 

 

④ 定量的解析のまとめ 

このように、地震直後は（保安規定第 77 条 3

項に従い）‘設計通り’に自動起動したＩＣに

減圧除熱を任せ、運転員が（手動停止などの不

要な＝設計想定外の操作を）‘何もしていなけ

れば’、津波後は（電源がなくてもバネで）‘設

計通り’に自動作動するＳＲＶに減圧除熱を任

せるだけで、運転員が（水位計や電源の復旧も

含めて）‘何もできなくても／しなくても’、

「炉心露出・損傷開始」までに５～６時間もの

時間的余裕が確保できたことは明らかです。そ

の間に、ＩＣ不作動を正しく認識した上で、Ｉ

ＣやＨＰＣＩ等の冷却機能の回復・代替注水手

段の確保・可動式電源の確保などを速やかに行

なっていれば、早期の「炉心露出・損傷＝事故

拡大」が十分に防止可能だったことは明らかで

す。東電が、それでも‘事故拡大防止はできな

かった（結果回避不可能）’と“反論”するな

らば、何度も言いますが、東電には‘最初から

原発を運転する資格・技術力がなかった’ので

す。 

≪＊以上の解析に根本的な誤りがあればご指
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摘下さい。≫ 

 

５ 津波前ＩＣ継続作動の 

“副次的”効果 

この間筆者が繰り返し指摘

してきたように、津波前に“Ｉ

Ｃ２系統が継続作動”してい

たら、津波後には（全電源が喪

失する／しないにかかわら

ず）直ぐに「ブタの鼻からの蒸

気噴出（＋轟音）」が止まるた

め、１号機運転員のみならず

現地対策本部・吉田所長ら“誰

でも”「ＩＣ停止・冷却不能」を即座に認識・

把握できたはずです。 

しかも、前出「JNES 炉心評価」でも炉心損傷

（燃料棒からの放射性物質放出）開始が 18 時頃

とされており、実際に 18:30 から 20 時頃まで

は１号機当直が「防護服を着用しないまま」原

子炉建屋・地下トーラス室内に立ち入っており、

20 時頃は「ある程度燃料損傷が進んでいた可能

性は否定できないものの、いまだ大量の放射性

物質が放出されるほどの燃料損傷には至ってい

なかったと考えるのが自然」【政府事故調最終

報告・資料編 p.15、17】だったことに鑑みれば、

“ＩＣ２系統継続作動”により炉心露出・損傷

開始は「22:12 頃」以降となったはずなので、

15:37 の津波後＝ＩＣ不作動認識後、“６～７

時間は安全に”原子炉建屋内へ立ち入ることが

でき、各種事故対応・復旧作業が可能だったは

ずです。 

 

６ 東電の原発運転体制（通常運転時を想定）

も事故拡大要因 

ところが実際には、

東電全員のＩＣに対す

る認識不足もあり（原

因は前号記載の「IC方

式」から「SRV＋

HPCI方式」への実質

的移行？）、津波襲

来・全電源喪失によっ

て「IC＋HPCI不作動

＝冷却手段喪失」とい

う重大事態が出現した

にも関わらず、当直長

を含む１号機運転員

（津波前15:34にＩＣ

手動停止（３Ａ弁閉）

を行なった運転員を除

く）や現地対策本部・

吉田所長ら全員が“お粗末にも”ＩＣの状況を

認識できず、早期確認も怠ったのです【回答抜

粋：新潟県平成27年度第2回技術委員会・資料

No.1-4 東電「『1号機非常用復水器(IC)の操

作』に対する回答」（H27.11.25）より】）。 

その一方で、「炉心冷却」とは直接無関係

の「水位確認・水位計復旧」に振り回され＜＊

＞、その結果、早期の炉心損傷（熔融）や翌

3.12の水素爆発を招き、そのことで２・３号機

の電源復旧等を妨げ、事故の拡大連鎖を招いた

のです。＜＊原災法第15条通報と関係します

が、字数の関係で本稿では触れません。＞ 

ちなみに、事故時の当直体制＜保安規定第

１２条第３項では「１／２号炉中央制御室」で

「５名以上（うち１名は当直長）」（本当は各

号機５名以上？）＞は、１・２号機で定員１１

名（実際には１３名。３・４、５・６も定員１

１名）で、各人が当直長から僅か数メートルの

範囲内にいたはずです【下図：政府事故調中間

報告・資料Ⅳ－２、３】。＜＊ＩＣ操作盤は1

ＩＣ操作盤
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号機側の一番左【東電最終・添付8-10(2/5) 】

＞ 

ところが、地震直後は、「各種の警告音だ

けでなく、ジリジリジリジリ……という火災報

知機の音など、けたたましい音に包まれてい

た」ため「（＊当直長の）伊沢の耳には、わず

か数メートルしか離れていない（＊１号機主任

の）本馬の声が届かない」などという騒然とし

た状況にあった一方で【門田隆将「死の淵を見

た男 吉田昌郎と福島第一原発」（角川文庫

版）p.30-32。＊筆者加筆】、津波襲来後は一転

して、「警告音も消えた静寂の中で、数メート

ルしか離れていないところにいたＩＣ操作員

に、（名前が分からなかったとしても）炉心冷

却を唯一行なっていた最重要機器（＝頼みの

綱）ＩＣの作動状況＝炉心の冷却状況を直接確

認しないことなどまさに“あり得ない”」＜

『鳴り砂№284』＞、非常に“お粗末な”対応

がなされていたのです。＜上記抜粋に見られる

運転員の‘認識共有のなさ’は、当直長が（平

野氏から伊沢氏に）当日変わったための“意思

疎通・チームワークの悪さ”が背景にあった可

能性も考えられます。＞ 

そして、根本的には、上記事故時の１・２

号機運転体制（おそらく国内原発も同様）は、

通常運転時の中央制御室での計器監視や巡視点

検などには十分（効率的・経済的）だったとし

ても、特に、１号機は460MWe・BWR3で

「IC方式」、２号機は784MWe・BWR4で

「SRV＋RCIC方式」と、特性が大きく異なる

設備が同居する「１／２号炉中央制御室」で

は、「定員１１名」（当直長を除き、実質的に

各号機５名）でさえ重大事故に対処するには不

適切（人手不足・役割分担混乱）だったことは

明らかです（その点を考慮してか、１号機を

早々に「SRV＋HPCI方式」に実質変更し、制

御室内の統一性を図っていたのかもしれません

が、前年に突然１号機を「IC方式」に戻した

ため、ＩＣの特性を無視した不慣れな（初の）

操作がなされたものと思われます）。 

 

７ 原発の運転技能・保安規定を軽視した東

電と国の責任 

原発の運転技能（ソフト面）について、国

は、旧・原子炉等規制法「許可の基準（第24

条）」で「その者に…原子炉の運転を適確に遂

行するに足りる技術的能力があること」を要件

としていましたが、それでは福島原発事故を防

げなかったことから、現行法（第43条の３の

６）では「その者に重大事故（発電用原子炉の

炉心の著しい損傷その他の…重大な事故をい

う。…）の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力その他の発電

用原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術

的能力があること」（下線筆者）と大幅に加筆

し、暗に旧法の不備を認めています。 

また、旧法「保安規定（第37条）」４項で

「原子炉設置者及びその従業者は、保安規定を

守らなければならない」と遵守義務を定め、５

項で保安規定（保安教育を含む）の遵守状況を

‘国が定期的に検査’していたはずなのに、実

際には東電は、保安規定「第４節 異常時の措

置」第77条第３項の「運転上の制限（温度降

下率を含む）遵守不要」規定に完全に反する

‘「温度降下率遵守」に藉口したＩＣ手動停

止’をし、１～４で明らかにしたように、炉心

冷却ができず事故の早期悪化を招いたのです。

＜＊現行法で、上記４項は残された一方、５項

は削除されました。これは、国が、東電の遵守

義務違反を検査等で見逃した“連帯責任”を隠

し、今後は事故の責任が国に及ぶことを回避

（責任は全て事業者に転嫁）するため？＞ 

そもそも異常時対応の“基本中の基本”だ

った「異常時の措置」を、当直長・運転員のみ

ならず現地対策本部・東電本社の誰もが“認識

していなかった／思い出せなかった（さすがに

故意に無視したとは考えられませんが）”事実

に鑑みれば、東電は、少なくとも保安規定「異

常時の措置」条項や、前年の「ＩＣ作動圧の変

更（平成22年7月1日施行）」や「地震手順書

の新規作成（平成22年2月11日）」という重要

な運転操作関連事項についてさえ、「保安教

育」を適時適切に実施せず（「３年間で30時

間以上」なら十分？）、一方で国も、そのよう

な実態を事故前に検査で把握しようともせず、

両者ともに、事故時の運転操作による「拡大防

止の技能」（単なる人数・学歴や資格の有無と

は異なる“真の技術的能力”）を軽視していた

ことは明らかです。 

以上のとおり、運転員が適時適切な保安教

育により保安規定変更・地震手順書新設等を正

しく認識し、地震後に自動起動したＩＣ２系統

による炉心冷却を継続していたら、津波襲来・

全電源喪失後でさえも、事故対応に十分な時間

的余裕を確保でき、早期炉心熔融や水素爆発を

回避できたはずで、事故前の国の「技術的能

力」の形式的審査や実効性を欠く「保安規定遵

守」検査が、東電総体の‘保安規定を正しく遵

守しない（場当たり的な）運転操作・事故対

応’を許したとも言えると思います。 

 

なお、保安規定第77条第３項をこれまで誰
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も（筆者の知る限り）指摘しないのが不思議で

したが、それを初めて指摘＜47回資料2-1：28

頁＞した「検討会」に期待します。 

＜一月ほどの試行錯誤後 2025.3.11 完＞ 

（仙台原子力問題研究グループＩ） 

 

≪前号原稿の付記≫ 

『失敗の本質』の“思い込み”に注意！ 

 

前号原稿のＮスペ取材班『失敗の本質』（講談

社現代新書 2017）の“謎解き”のため、同書を

改めて読み直していて、一つ気付いた点があり

ましたので、同取材班の“思い込み”を排除し

て事故の真相究明をするため、注意喚起したい

と思います。 

同書の前半部（１～３章）では、原子炉の減

圧機能を有する非常用復水器ＩＣと逃がし弁Ｓ

ＲＶについて、作動設定値を比較して、運転開

始当初の「ＩＣ優先」から 1981 年頃に「ＳＲＶ

優先」に変更され、2010 年に再び「ＩＣ優先」

に変更されたと、“分かり易く”記載されていま

す。それに影響を受けてか、検討会 47 回資料で

も、「IC についても逃がし安全弁より先に自動

起動するように、設定値を引き下げた」と記載

されています。そして、実は筆者もそのような

理解をしていましたが、後出の資料を見直すう

ちに、そのような単純な理解は正しくないこと

に気付きました。 

2010 保安規定変更（ＩＣ作動圧低下設定：

7.27⇒7.13MPa）により「ＩＣが起動し易くな

っていた」こと、その結果として 3.11 事故時の

ＭＳＩＶ閉止後の圧力上昇時には、「実際にＩＣ

が自動起動」した一方で、「設定値 7.27MPa の

ＳＲＶは作動しなかったこと」は事実です。た

だし、圧力上昇時にＩＣが作動するかＳＲＶが

作動するかは、圧力上昇の起因事象・上昇速度

や両者の作動条件の違い（ＩＣは 15 秒後、ＳＲ

Ｖは即座）により変わるもので、設定圧の大小

だけからどちらかを「（意図的に）優先起動させ

る設定」とは単純には言い切れません。具体的

には、通常運転中（スクラム前＝多量の熱発生

中）に主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）などが「突然

閉止」するなどして炉圧が急上昇する場合は（そ

の直後にスクラムしても）、「ＩＣ優先」に設定

していても、（15 秒経つ前に）ＳＲＶが作動す

るはずです。一方、3.11 事故時には、地震によ

り 14:46「スクラム」（出力急減により炉圧が一

度低下）して、その約１分後にＭＳＩＶが「閉」

となり、その間に崩壊熱も減衰して炉圧上昇は

緩やかだったため、ＩＣ作動圧 7.13MPa を超

えて「15 秒」経過時点でも、ＳＲＶ作動圧の

7.27MPa には達せず、14:52 に「ＩＣが自動起

動」したのです。もしも、スクラムとＭＳＩＶ

「閉」のタイミングが近かったら、崩壊熱の減

衰が十分でなく炉圧の上昇速度が大きくなり、

ＩＣ自動起動（15 秒後）より先に、ＳＲＶが作

動した可能性も十分あったはずです（だからこ

そ、スクラム手順書でも、スクラム・ＭＳＩＶ

「閉」後の圧力急上昇を想定して、ＳＲＶ「作

動」確認が盛り込まれているものと思われます

＜検討会 48 回資料・80 枚目＞）。 

実際に、敦賀１での２度のＩＣ手動操作時（自

動ではないことに注意）にも、タービン加減弁

「急速閉」によるスクラム後の炉圧急上昇時に

は、まずＳＲＶが自動作動し、減圧がなされて

いますが【H23.11.18 日本原電「「敦賀発電所

１号機の非常用復水器の作動実績に係る運転記

録等に関する提出について（要請）」（平成 23

年 11 月 11 日付 平成 23・11・10 原院第 2 号）

に対する報告について」p.7,15】、保安規定の設

定値では、ＩＣは「7.23MPa」（27 条・表 27-2-

5-2）、ＳＲＶは「7.37MPa」（29 条・表 29-2）

なので【H28(2016).8.31 日本原電「敦賀発電所

原子炉施設保安規定変更認可申請書」１号機変

更前】、数値だけから見れば「ＩＣ優先」だった

のです。 

また、福島第一１号機での“唯一？”の

1992(H4)年６月 29 日のＩＣ実作動時には

（1981 年頃の「ＳＲＶ優先」への変更後）、タ

ービンバイパス弁「閉」による炉圧上昇（20 時

13 分～）によりＳＲＶがまず作動し（14 分 22

秒）、その後原子炉がスクラムし（14 分 24-25

秒）、それにより圧力が低下してＳＲＶは停止し

たものの（14 分 34 秒）、その間に徐々にＩＣ起

動圧超過が「１５秒」続いたため、ＩＣが２系

統とも自動起動（14 分 40 秒）しています（16

分 35,40 秒に手動停止）【2015.1.8 新潟県技術

委員会・課題別２「第５回補足説明資料Ⅲ－２

－⑩追加資料：２９～３１枚目】。 

このように、最初にＳＲＶが作動するかＩＣ

が自動起動するかは、事象の進展・圧力上昇速

度により変わるため、設定作動圧を比較して単

純に「ＩＣ優先・ＳＲＶ優先」と言い切れない

のは明らかです。原発はある意味複雑なため、

“思い込み・先入観”を排除して、多面的に考

察することが必要です。 

＜2025.2.9 了＞ 
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【女川原発アラカルト】 
【１月】 

17 日（金） 原子力資料情報室、ウェビナー「防

潮堤は津波に耐えられるか」報告：鶴巻 広一

さん（技術士）、浜岡原発と女川原発の津波防

潮堤について。 

23 日（木） 原子力規制委員会、女川原発 2 号

機の 30 年超え運転の継続に必要な「長期施設

管理計画」についての新規制基準適合性審査

会合。東北電力、申請書に計 13 ヶ所の記載ミ

スがあったと報告。2 月 20 日、点検の結果、

誤記載は計 171 件と報告。 

25 日（土） 女川原発再稼働差止訴訟原告

団、女川原発再稼働差止訴訟控訴審判決報告

集会「控訴審判決報告と解説」小野寺信一弁

護団長、「全国情勢と女川原発再稼働差止控

訴審判決」海渡雄一弁護士（脱原発弁護団全

国連絡会共同代表）、石巻市防災センター。

約 70 名参加。原伸雄団長は高裁判決に関し

「『重大事故時の避難計画の不備は原発稼働

差し止めの理由になり得る』との判決を明示

させることができた。再稼働は止められなか

ったが、世論を高めることはできた」と強調

した。原告団解散後も、母体となった住民団

体「女川原発の避難計画を考える会」として

「あらゆる可能性を尽くし原発を止めるため

に頑張る」と述べた。 

 みやぎ労働学校、「あらためて原発とは何

なのか」講師：遠藤義人さん（福島診療所建

設委事務局）、仙台市戦災復興記念館 4F 第 2

会議室。20 名参加。 

28 日（火） 気仙沼の森と海を守る会、県庁で

東急不動産（東京）の風力発電事業計画中止

の要望書と反対署名 9018 筆を小林徳光副知

事に提出。 

  登米市、地球温暖化やカーボンニュートラ

ルを考えるシンポジウム、長谷川公一氏（東

北大名誉教授）講演。迫公民館、110 名参加。 

30 日（木） 宮城県、女川町、石巻市の担当者

21 人、女川原発 2 号機に立入調査。ＵＰＺ自

治体 5 市町の職員も同行。 

東北電力、女川 2 号機の特定重大事故等対

処施設に係る「設計及び工事計画認可申請書」

に関する補正書を、規制委員会へ提出。 

31 日（金） 原発の危険から住民の生命と財産

を守る会等 5 団体、乾式貯蔵施設『同意する

な』と求める署名について、県庁で記者会見。 

「第 171 回女川原子力発電所環境調査測定

技術会」、ＴＫＰガーデンシティ仙台ホール

21Ａ。市民 2 名＋電力関係 2 名傍聴。 

【２月】 

2 日（日） 原発の危険から住民の生命と財産

を守る会、「女川を核のゴミ捨て場にするな！」

学習講演会、「使用済燃料はリサイクルしない、

させない ―プルサーマルは、やってはいけな

い愚かな政策」岩井孝さん（日本科学者会議

原子力問題研究委員会委員）、「中間貯蔵施設

と『核ゴミ問題』を考える―青森県の運動か

ら見えたもの」奥村榮さん（核燃料サイクル

施設立地反対連絡会議共同代表）。女川町まち

なか交流館大ホール、68 名参加、東京、群馬、

福島および県内 22 か所でオンライン視聴。 

6日（木） 女川原発再稼働を許さない！みや

ぎアクション、原発問題住民運動宮城県連絡

センター等5団体、東北電力の「女川原発敷

地内に使用済燃料の乾式貯蔵施設を設置する

計画に、『同意するな』と求める団体署名」

を、女川町と石巻市、宮城県に提出。県内

194団体、県外41団体計240団体。女川町4

名、石巻市15名、県13名参加。女川町と石巻

市が「敷地外に使用済燃料を搬出させる考

え」と述べたが、「一時的な」保管は「新し

いウソ」だと批判。女川町の伊丹副町長が、

「女川を最終処分場にはさせない、早急に搬

出していただくために使用済燃料に核燃料税

を課税する考え」と力説。「電気料金算定に

おいて、核燃料税は公租公課として原価に算

入できる仕組み、東北電力にとって痛くもか

ゆくもない、搬出を促す効果はない。本当に

使用済燃料を残さないつもりなら、福井県知

事のように、貯蔵施設に同意しないことだけ

が確実な道」。石巻市の渡辺副市長には、「仮

に核燃料税を原価に算入できなくても、電力

卸売の容量市場や脱炭素電源オークション市

場で、原発をもつ旧電力会社に数千億円規模

の巨大な利得を与える制度がつくられている

ので、10億円程度の核燃料税の課税では、使

用済燃料を搬出させる効果は期待できない。

搬出させるには、貯蔵施設そのものに同意し

ないことだけが唯一の道」と指摘。 

  東北電力、女川2号機で原子炉格納容器内

の窒素ガスが一時、容器外に漏洩する事故が

発生したと発表。 

7 日（金） 東北電力、女川原発 2 号機の「使

用済燃料乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設

置変更許可申請」に関する補正書を、規制委

員会へ提出。 

8 日（土） みやぎアクション、オンライン会

議。13 名参加。 
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放射能から子どもたちを守る栗原ネットワ

ーク『学習交流会』81、栗原市市民活動支援

センター多目的室。 

 宮城県と立地自治体、ＵＰＺ市町で、原子

力防災訓練。自衛隊等 33 機関、住民 210 人が

参加。震度 6 強の地震、その直後に大津波警

報が発表され、各地域で避難者が多数発生し、

地震及び津波により人的・住家被害が発生、

被災者多数、土砂災害により孤立地域が発生

したという想定。13 日には原子力災害医療訓

練を石巻赤十字病院で実施。約 100 人参加。 

13 日（木） 東北電力、県・女川町・石巻市な

らびに登米市・東松島市・涌谷町・美里町・

南三陸町に、1 月分の女川原発 1 号機（廃止

措置）の作業実施状況、2 号機（定格運転中）

及び 3 号機の「定期事業者検査」の状況報告。

1 月 14 日より、1 号機使用済燃料プールから

3 号機使用済燃料プールへの使用済燃料の移

送を開始と公表。 

14 日（金） 「第 171 回女川原子力発電所環境

保全監視協議会」、ＴＫＰガーデンシティ仙台

ホール 21（Ａ＋Ｂ）。市民 2 名＋電力関係 3

名傍聴。 

  東北電力、2025 年度から 2027 年度までの

3 年間におけるプルトニウム利用計画を公表。 

15 日（土） 日本基督教団東北教区放射能問

題支援対策室いずみ、「第 100 回甲状腺エコ

ー検査 in いしのまき」、石巻中央公民館、寺

澤政彦医師（てらさわ小児科／仙台市）、30

名が受診。主催：子どもの健康を考える会・

いしのまき。 

24 日（月・祝） 放射能問題支援対策室いず

み、ドキュメンタリー映画『決断』自主上映

会 in 仙台～運命を変えた 3.11 母子避難、仙

台市市民活動サポートセンター6 階セミナー

ホール。62 名参加。 

27 日（木） 金田もとる県議、県議会一般質

問で「汚染廃棄物の県外焼却」問題を取り上

げ、村井知事や環境生活部長を厳しく追及、

「県にも一定の責任はある」等の言質を引き

出した。 

 東北電力、女川 2 号機の固体廃棄物処理系

固化装置の固化材変更等に伴う「設計及び工

事計画認可申請書」を規制委員会へ提出。 

【３月】 

2 日（日） はまぎく（しおたがでの甲状腺検査

を広める会）、「甲状腺エコー検査 in しおが

ま」のプレ企画映画「かくれキニシタン」上

映と山崎先生のお話し会、多賀城市市民活動

サポートセンター大会議室、共催：放射能問

題支援対策室いずみ。31 名参加。 

4 日（火） 東北電力、東通原発との地域共生に

寄与することを目的に、東通村と「一般社団

法人ひがしどおり共生パートナーズ」を共同

で設立することに合意したと発表。 

5 日（水） 県、丸森町沼で 1 月 30 日に捕獲さ

れた野生イノシシ 1 頭から 238 ㏃/㎏、大和

町吉田根古で 2 月 5 日に捕獲された野生イノ

シシ 1 頭から 118 ㏃/㎏の放射性セシウムを

検出したと発表。 

7 日（金） ふるさとを返せ！津島原発訴訟控

訴審第 12 回口頭弁論期日＆進行協議、仙台

高裁第１民事部 101 号法廷。76 歳の SJ さん

が原告意見陳述。原告、弁護団、支援等約

80 名参加、傍聴席は満席。報告集会、菊間

龍一弁護士が「作為的加害行為による国の責

任」を解説。仙台弁護士会館 4 階大会議室。 

  東北電力、女川原発 2 号機の「使用済燃料

乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許

可申請」に関する補正書（2 回目）を、規制

委員会へ提出。 

8 日（土） みやぎアクション、オンライン会

議。13 名参加。 

9 日（日） みやぎ脱原発・風の会 2025 会員の

つどい、記念講演「原発の電気は本当に安い

のか？～新エネルギー基本計画の欺瞞を撃

つ！」講師：明日香壽川氏（東北大学教授）、

仙台市戦災復興記念館 5F 会議室。会場・オン

ライン合わせ 56 名参加。 

  脱原発東北電力株主の会、ＺＯＯＭ相談会。 

11 日（火） 山形・幸せの脱原発ウオーキング、

さようなら原発米沢、さよなら原発酒田・飽

海の会、東北電力に『女川原発 2 号機を始め

原発推進からの転換を求め原発稼働の中止を

求めます』、吉村美栄子山形県知事に『「卒原

発社会の実現」へ一層の政策展開を要望しま

す』を提出。 

12 日（水） 東北電力、県・女川町・石巻市な

らびに登米市・東松島市・涌谷町・美里町・

南三陸町に、2 月分の女川原発 1 号機（廃止

措置）の作業実施状況、2 号機（定格運転中）

及び 3 号機の「定期事業者検査」の状況報告。

2 月の女川 2 号機原子炉格納容器内窒素ガス

容器外漏洩事故の原因は、ガスを吸引するポ

ンプの振動により配管のエアフィルタが緩ん

だためだと推定した？と発表。 

14 日（金） 脱原発金曜スタンディングの会、

『昼スタンディング』、仙台フォーラス前。

1/24 日 8 人、31 日 6 人、2/7 日 9 人、14 日

7 人、21 日 9 人、28 日 7 人、3/7 日 7 人、14

日 9 人参加。 

東北電力、女川原発 2 号機の「使用済燃料 
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 乾式貯蔵施設の設置に係る原子炉設置変更許

可申請」に関する補正書（3 回目）を、規制

委員会へ提出。 

16 日（日） 「いのちの光 3.15 フクシマ」実

行委、第 12 回いのちの光 3.15 フクシマ「フ

クシマが背負ってきたもの伝えつづけるも

の」、講演会「内部被ばくの治療をライフワー

クとする医師が語る被ばくの健康被害の真実」

西尾正道氏（北海道がんセンター名誉院長）、

仙台市・カトリック元寺小路教会大聖堂。40

名参加。 

17日（月） 住民の生命と財産を守る会、須田

女川町長へ「女川原発敷地内に使用済燃料の

乾式貯蔵施設を設置する計画に、同意しない

ことを求める署名」第１次分1048筆（女川町

内436筆、町外612筆）を提出。高野さんら5

名参加。町長、「建設反対」の明言なかった

が、「最終処分場にはさせない」と明言。 

19 日（水） 女川原発ＵＰＺ住民の会、「乾式貯

蔵施設についての学習会」講師：中嶋廉さん、

涌谷中央公民館。20 名参加。 

（空） 

 

●脱原発みやぎ金曜デモ 
【１月】 

【反戦】脱原発のみをシングルイシューとして

きた脱原発みやぎ金曜デモですが、戦争によ

る原発災害の危機が現実のものとなったのを

踏まえ、ウクライナに対する戦争を直ちに停

止せよ、と訴えます。 

19 日（日） 第 554 回「日曜デモ」、元鍛冶丁

公園から 10 名の市民が参加。 

24 日（金） 第 555 回「金曜デモ」、女川原発

廃炉にしようと、元鍛冶丁公園から 15 名の市

民が参加。 

31 日（金） 第 556 回「金曜デモ」、元鍛冶丁

公園から 20 名の市民が参加。 

【２月】 

7 日（金） 第 557 回「金曜デモ」、雪の中、元

鍛冶丁公園から 15 名の市民が参加。 

14 日（金） 第 558 回「金曜デモ」、元鍛冶丁

公園から 20 名の市民が参加。 

21 日（金） 第 559 回「金曜デモ」、元鍛冶丁

公園から 20 名の市民が参加。 

28 日（金） 第 560 回「金曜デモ」、穏やかな

仙台市中心部のアーケードを女川原発廃炉に

しようと訴えて、元鍛冶丁公園から 15 名の市

民が参加。 

【３月】７日と 14 日の「金曜デモ」は中止に。 

●汚染廃棄物「焼却」を 

めぐる動き 
【１月】 

23 日（金） 大崎耕土を放射能汚染させない連

絡会と「放射能汚染廃棄物『一斉焼却』に反

対する宮城県民連絡会」、宮城県環境生活部放

射性物質汚染廃棄物対策室と面談。5 名参加。

意見交換の後、最後に意見書を提出。県は県

外焼却について一貫して責任回避の姿勢だっ

たが、今回の回答文書の中で初めて「県にも

一定の責任がある」ことを認めた。また、県

の方から「質問の趣旨と県側からの回答に齟

齬があった」という発言があり、再回答がな

される見通し。県政記者会で記者レク。 

24日（金） 大崎住民訴訟控訴人団、大崎住民

訴訟控訴審報告集会、「上告審の闘い方」松

浦弁護士＆草場弁護士、大崎市図書館研修

室。30名参加。最高裁で闘う上告審では、

「汚染廃棄物の試験償却は憲法違反である」

ことを主張し、争点の中心にしていく。一つ

に、憲法92条「地方自治の本旨」違反である

こと。住民との「申し合わせ」「覚書」を無

視して試験焼却したことは住民自治に反す

る。二つに、憲法13条「平穏生活権」の侵害

であること。住民らは内部被ばくの不安に晒

され、安心して暮らしていく権利が侵害され

ている。三つに、憲法14条「法の下の平等」

に反すること。大崎地区でのみ本来基準の80

倍（8000Bq/kg）もの放射性物質が焼却され

ることは他の地区との間で極めて不平等であ

る。これらを主張の柱としていく。 

【２月】 

20日（木） 佐藤智栗原市長、市議会の答弁

で、再測定で400Bq/kgを下回った汚染牧草約

488トンを農地にすき込む方針を示した。 

（空） 
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